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令和4年度から既存建築物のZEB化は補助率が２／３！

補助事業 主な条件 補助率

既存建築物省エネ化推進事業【国土
交通省】

• 建物全体で20％以上の省エネ
• 断熱改修が必須 １／３

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現
する避難施設等への自立・分散型エネ
ルギー設備等導入推進事業
【環境省】

• 防災拠点・避難施設等であること
• 再エネ・蓄エネ設備の導入
• 補助対象は非常時に稼働する設備

１／３～２／３
（※１）

既存建築物のZEB化支援事業【環境
省】

• 建物省エネ基準に対して50％以上の
大幅な省エネ（ZEB基準の達成）

２／３
（※２）

既存建築物の改修で活用できる補助金例

※１ 太陽光以外の再エネ／未利用エネルギー活用／離島は２／３、市町村等は１／２、都道府県及び指定都市は１／３

※２ ZEB Readyで延床面積2,000m2未満は対象外

令和4年度概算要求に基づく情報ですので、内容が変更となる可能性があります

既存建築物のZEB化は他の補助事業と比較して高い補助率
さらに地方財政措置を活用し、更なるコスト低減を実現した事例あり
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建物の
大幅な省エネ

再生可能エネルギーによる

創エネ

0
エネルギー消費量が

正味ゼロ！照明のLED化、高効率空調の導入など 太陽光発電など

ZEBランク 建物用途
一次エネルギー消費量削減率

その他要件
省エネのみ 創エネ含む

『ZEB』 すべて 50%以上 100％以上

－Nearly ZEB すべて 50%以上 75％以上

ZEB ready すべて 50%以上 －

ZEB Oriented
事務所、学校等 40%以上 － 延床面積1万㎡以上

未評価技術導入上記以外用途 30%以上 －

ZEBの定義

国のZEBへの姿勢

■ 第5次エネルギー基本計画（2018年7月）
• 2020年までに新築公共建築物で、2030年までに新築建築物の平均でZEBを実現

■ 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（2020年12月）
• 成長が期待される産業14分野の一つに「住宅・建築物産業／次世代型太陽光」が位置づけられ、ZEBの更

なる取組の加速が必要と認識
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ZEBの分類 『ZEB』

建物名称 環境部庁舎

構 造 鉄筋コンクリート造

階 数 地上３階

延床面積 2,089㎡

建物用途 事務所等

竣 工 1990年（築3１年）

一次エネ削減率 106%

汎用的な設備で『ZEB』実現 ⇒ 技術的ハードルは高くない

建物概要

導入設備
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標準改修 ZEB化改修

改修内容 照明のLED化、老朽化に伴う空調設備
の更新（熱源、冷却塔、冷温水ポンプ、
ファンコイルユニットの更新）

真空ペアガラス、硬質ウレタンフォーム断熱、
パッケージエアコンの導入（更新前はガス
吸収式）、全熱交換器、LED照明、太
陽光・蓄電池ほか

ZEB化費用（※１） 6100万円 2億500万円

国庫補助金（※2） － 1億3000万円

交付税措置 － 2100万円

実質負担額 6100万円 5400万円

年間コスト削減額 ８万円／年 290万円／年

※１ 設計費および施工費

※2 地域の防災、減災と低炭素化を同時実現する自立分散型エネルギ－設備等導入推進事業活用 補助率：3／4

補助金＋交付金活用で実質負担額の大幅減
年間コスト削減額は大幅増
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ZEB化改修計画作成

設計仕様書の作成

ZEB詳細設計

ZEB設計事業者の公募

ZEB認証手続き

施工業者の公募・入札等

施工

ZEB実現
※本スケジュールはあくまでも一例です。

弊社の経験では、ほとんどの既存建築物においてZEB化が可能
まずはZEB化を実現したい建物を調査し、ZEB化改修計画の策定が必要

ZEB化改修計画の結果をもとに、設計仕様書を作成

ZEBの詳細設計を依頼する事業者を選定
※ZEB化実績があり、（補助事業を活用する場合は）補助事業に詳しい事業者が望ましい

設計仕様書の内容をもとに、詳細な図面や仕様書を作成

ZEB実現のためには、BELS評価にてBEIが0.5以下であることを証明することが必要。
BELS申請時期に規定は無いが、設計完了時に申請するのが一般的

・入札等で、施工業者を決定
※技術力を図るため、総合評価方式とすることが望ましい

※補助事業を活用するのであれば、施工者公募の前に応募申請を行う
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ZEB化改修計画の実施内容
① 外皮性能向上手法、設備改修内容の検討
② 再生可能エネルギー設備等の導入検討
③ 建築研究所計算支援プログラム（標準入力法）を使用したZEB評価
④ 概算事業費の算出
⑤ 実施検討のための情報整理（標準改修と比較した省エネ量、CO2削減量、経済性）

⑥ 補助事業活用の検討
⑦ ZEB化改修のスケジュール作成

計画作成後、速やかに詳細設計に進むことができます！
ZEB以外の省エネ改修手法への切替えも可能

ZEB化改修計画の費用例
140万円～（延床面積によって異なります）
300万円ほどでご依頼いただくことが多いです。

ZEB化改修計画（実現可能性調査）では、実現可能なZEBのクラス（『ZEB』,Nealy ZEBなど）、
具体的な仕様、一般改修と比較した経済性、具体的な改修スケジュールを提出します。
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１年目

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

FS調査、ZEB化改修計画策定

２年目

設計仕様書の作成 設計業者
の公募 詳細設計 ZEB認証取得

３年目

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

補助金申請 施工業者
の公募 施工期間 完成検査

補助金報告書

既存建築物ZEB化補助金は令和5年度まで
ご相談いただければ、令和5年までに完了するプランを検討します！
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本件に関する 連絡先
備前グリーンエネルギー株式会社 担当 莨谷（たばこや）、山口

住所：〒705-0022 岡山県備前市東片上39-6
TEL：0869-63-3600 FAX：0869-63-6500
E-mail：tabakoya@bizen-greenenergy.co.jp

お気軽にお問い合わせください
既存建築物ZEBの実現のための相談、ZEB化改修計画の見積書の
作成などお手伝いさせていただいております。
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地域脱炭素移行・再エネ推進交付金では、
ZEB化改修計画が、交付金対象に。

脱炭素先行地域に応募するためのお手伝いも
行っています。
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